
　　主　文
１　被告が原告に対してした，平成１６年１月２２日付け健康管理手当申請却下処
分を取り消す。
２　訴訟費用は，被告の負担とする。

事実及び理由
第１　申立て
　１　原告
　　　主文同旨
　２　被告
原告の請求を棄却する。
訴訟費用は，原告の負担とする。　
第２　事案の概要等　　
　１　事案の概要
本件は，韓国に居住する原告が，原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（以下
「法」という。）に基づいて健康管理手当認定申請をしたところ，被告が原告の居
住地が長崎市ではないことを理由として同申請を却下したことから，この却下処分
の取消しを求めた事案である。
　２　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律等の規定
　　(1)　健康管理手当に関する法制度の概要
　ア　法は，原子爆弾が投下された際当時の広島市若しくは長崎市の区域内又は制
令で定めるこれらに隣接する区域内に在った者等であって，被爆者健康手帳の交付
を受けたものを「被爆者」とし，被爆者に対する保健，医療及び福祉にわたる総合
的な援護対策を講じ，国として原子爆弾による死没者の尊い犠牲を銘記するために
制定された法律である（法前文，１条）。健康管理手当の支給に関する制度は，こ
のような援護の一つとして同法２７条に規定されている。
　イ　被爆者健康手帳は，交付を受けようとする者の居住地（居住地を有しないと
きは，その現在地。以下，単に「居住地」という。）の都道府県知事（広島市及び
長崎市については市長。以下では，特に断らない限り，単に「都道府県知事」とい
う。）が，交付を受けようとする者の申請に基づいて審査し，当該申請者が法１条
各号のいずれかに該当すると認めるときに交付するものとされている（法２条１
項，２項，法４９条）。
(2)　健康管理手当
　ア　法は，「都道府県知事は，被爆者であって，造血機能障害，肝臓機能障害そ
の他の厚生労働省令で定める障害を伴う疾病（原子爆弾の放射能の影響によるもの
でないことが明らかであるものを除く。）にかかっているものに対し，健康管理手
当を支給する。」と規定し（法２７条１項），被爆者が健康管理手当の支給を受け
ようとするときは，同項に規定する要件に該当することについて都道府県知事の認
定を受けなければならないと定めている（同条２項）。
　イ　後記(3)の法の規定その他の規定に基づいて原子爆弾被爆者に対する援護に関
する法律施行規則（以下「施行規則」という。）が定められ，同規則５１条は，同
法２７条１項に規定する障害を以下の障害と規定している。
一 　造血機能障害 
二 　肝臓機能障害 
三 　細胞増殖機能障害 
四 　内分泌腺機能障害 
五 　脳血管障害 
六 　循環器機能障害 
七 　腎臓機能障害 
八 　水晶体混濁による視機能障害 
九 　呼吸器機能障害 
十 　運動器機能障害 
十一 潰瘍による消化器機能障害
　また，施行規則５２条１項は，「法２７条２項の認定の申請は，健康管理手当認
定申請書に，前条に規定する障害（厚生労働省令で定める障害）を伴う疾病につい
ての法第１９条第１項の規定による指定を受けた病院又は診療所（被爆者一般疾病
医療機関）の医師の診断書を添えて，これを居住地の都道府県知事に提出すること
によって行わなければならない。」とし，同条２項は，「都道府県知事は，前項の



場合において，同項に規定する診断書を添えることができないことについてやむを
得ない理由があると認めるときは，法第１９条第１項の規定による指定を受けてい
ない病院又は診療所の医師の診断書をもってこれに代えさせることができる。」と
規定している。
(3)　省令への委任
　　　　法５２条は，「この法律に特別の規定があるものを除くほか，この法律の
実施のための手続その他その執行について必要な細目は，厚生労働省令で定め
る。」と規定している。
　３　当事者間に争いのない事実等
(1)　原告は，昭和５５年５月２日，被告から被爆者健康手帳の交付を受け，現在大
韓民国に居住している（甲７，１１）。
(2)　原告は，平成１６年１月８日，被告に対し，疾病名を「腰椎部退行性関節炎」
として代理人を通じて健康管理手当認定を申請したが，被告は，原告の居住地が長
崎市ではないことを理由として，同月２２日付けでその申請を却下した（以下「本
件却下処分」という。）（甲１，２の①及び②）。
(3)　原告は，同年２月２０日，本件却下処分の取消しを求めて，当庁に本件訴訟を
提起した。
第３　当事者の主張
　１　原告
(1)　原告は，健康管理手当認定申請について実体的要件を具備している。
(2)　法は，健康管理手当の支給義務を負う者について，単に「都道府県知事」と規
定しているだけであり，居住地の都道府県知事とは限定していない。また，現行法
上，代理申請が許されているのであるから，現行法の解釈としては，現在地要件を
代理人について決するという解釈も可能であり，本件却下処分は違法である。
(3)　日本国内に居住又は現在しない者の申請が一律に排除されるとなれば，　在外
被爆者の権利行使が事実上不可能ないし困難となり，法律によって認められた権利
について，日本国内に居住ないし現在しない在外被爆者だけが不合理に差別される
ことになる。とりわけ，在外被爆者で，死ぬまで身動きできない身体状態にある者
は，絶対的，永久的に権利行使の手段，可能性を剥奪される結果となり，憲法の平
等条項に違反することになる。申請を居住地の首長に制限する規定は無効としなけ
ればならない。
　２　被告
　　(1)　原告は，日本に居住も現在もしないにもかかわらず，健康管理手当認定申
請をしたものであるところ，以下に述べるとおり，法は，健康管理手当認定の申請
について，被爆者の住居地の都道府県知事に対してすることとし，国外からの申請
を想定していないというべきであるから，本件却下処分は適法である。
　　　ア　法全体の趣旨との適合性
　　　法は，被爆者健康手帳の交付申請について，「交付を受けようとする者は，
その住居地の都道府県知事に申請しなければならない。」としている（法２条１
項）。この規定によれば，申請者は我が国国内に居住ないし現在することが前提と
され，国外からの申請を想定していないことは明らかである。これに対し，健康管
理手当の申請手続（以下「本件申請手続」という。）については，被爆者健康手帳
の交付申請の場合と異なり，法の文言上は単に「都道府県知事」とされ，「その住
居地の都道府県知事」とはされていない。しかし，本件申請手続の場合において
も，その申請先は，被爆者健康手帳の交付申請の場合と同様，「その住居地の都道
府県知事」と解すべきである。すなわち，法は，「被爆者の健康の保持及び増進並
びに福祉の向上を図るため，…被爆者に対する援護を総合的に実施するものとす
る。」（法６条）とし，そのために，都道府県知事が，健康管理のための健康診断
等（法第３章第２節），各種手当等の支給（同第４節），福祉事業（同第５節）を
行うものとしている。このように，法の目的は被爆者の健康保持，増進及び福祉の
向上であり，それに定める各種の援護措置を実施するのは都道府県知事とされてい
る。そうすると，ここで実施される事業は，いずれも，被爆者の日常的な健康状態
と密接に関わるものであり，それらを容易に把握することのできる居住地（現在
地）の都道府県知事が行うことが，法の目的の達成及び事業の適正な運営に資する
ものである。このような法の援護事業の目的及びその具体的な援護事業の内容，性
質に照らすと，法文上は単に「都道府県知事」との文言を使用しているとしても，
その意味するところは，「その住居地の都道府県知事」と解すべきである。実際，
法の条文中には，法２条２項のように，文言上は単に「都道府県知事」とされてい



るものの，それが同条１項の「その住居地の都道府県知事」を意味することが明ら
かであるような条文も存在するのである。
　もっとも，医療特別手当（法２４条），特別手当（法２５条），原子爆弾小頭症
手当（法２６条），健康管理手当（法２７条）及び保健手当（法２８条）の各支給
（認定は除く。）については，いったん認定されて受給権を有するに至った者が国
外に移転した場合にその受給権を喪失すると解することは相当でないため，その支
給を行う都道府県知事は，「その居住地の都道府県知事」のみならず，受給権者が
国内に居住地及び現在地を有しない場合の当該受給権者の国内における最後の居住
地又は現在地の都道府県知事も含まれるものと解される。しかし，これはあくまで
上記手当の支給の性質に照らした合理的かつ例外的な解釈にすぎないものであっ
て，本件申請手続の場合にはこのような例外的な解釈をすべき事情はない。
　イ　実質的合理性
　　(ｱ)　法が被爆者健康手帳の交付の申請先を居住地の都道府県知事としてい
　　　る趣旨
　　法は，被爆者健康手帳の申請時に，当該申請者が日本に居住ないし現在するこ
とを要件としている（法２条１項）。この趣旨は，当該申請者が法１条各号所定の
要件に該当するか否かの審査が，当該申請者を「被爆者」と認めて各種給付を受け
る権利を付与するか否かを判断するための重要な審査であることや，被爆者に対す
る各種手当等の支給財源が租税収入による公費であることから，単なる書面審査に
とどまることなく，申請者本人や申請者の被爆の事実を証明する者などから事情聴
取を行うなどして十分な関係資料を収集し，可能な限り事実確認等に努め，もっ
て，被爆者健康手帳交付事務の適正を図ろうというものである。
　(ｲ)　施行規則５２条が健康管理手当の申請先を居住地の都道府県知事とした趣旨
　各種手当等の申請についても，その手続の適正を図るために，申請時に被爆者が
日本に居住ないし現在することを求めることが合理的であることは，被爆者健康手
帳の交付申請について述べたことと同様である。すなわち，健康管理手当について
みれば，都道府県知事が法２７条１項に規定する要件該当性の認定・不認定を決定
するに当たっては，当該申請をした「被爆者」が同条項に定める疾病にかかってい
るかどうかを医学的専門知識を有する専門家の意見を聴いた上で，可能な限り，診
断を行った医師から事情聴取を行う等の実質的審査が必要となる。これに対して，
国外からの健康管理手当支給申請を許容するとなれば，診断を行った医師から事情
聴取を行う等の実質的審査が困難となり，提出された診断書の記載についてだけの
審査となることから，本来受給資格のない申請者に対して支給認定がなされるおそ
れも生じかねず，法が，都道府県知事の事務として，そのような事態を予定してい
ないことは明らかである。このため，施行規則５２条は，健康管理手当支給認定の
申請時に被爆者が日本に居住又は現在し，申請者に被爆者一般疾病医療機関の診断
書を添えることを要件としたものであり，このような施行規則の定めに合理性があ
ることは，上記の法２条１項の定めに合理性があることと同様，明白である。
　ところで，施行規則５２条２項は「都道府県知事は，前項の場合において，同項
に規定する診断書を添えることができないことについてやむを得ない理由があると
認めるときは，法第１９条第１項の規定による指定を受けていない病院又は診療所
の医師の診断書をもってこれに代えさせることができる。」と規定しているが，同
条項は，あくまで国内の病院又は診療所の医師の診断書を想定しているものであっ
て，国外に居住しているために，国内の被爆者一般疾病医療機関の医師の診断書を
添えることができない場合を予定したものではない。すなわち，施行規則５２条１
項は，健康管理手当支給認定申請書には，原則として，法２７条所定の障害を伴う
疾病についての被爆者一般疾病医療機関の医師の診断書を添えて提出しなければな
らない旨規定するが，この趣旨は，被爆者の負傷又は疾病に係る診断・治療等を行
う医療機関としてあらかじめ指定した被爆者一般疾病医療機関（法１９条）の医師
の診断書を要求することによって，類型的にその診断の適正と高度の信用性を担保
しようというものである。このような趣旨を踏まえて施行規則５２条２項を検討す
ると，国内の医療機関の診断書であれば，医師の免許制度や，不正行為に対する刑
事罰及び行政処分による制裁制度などによって一定の信用性が担保されているのに
対し，国外の医師・医療機関が作成した診断書の場合には，そのような制度によっ
て信用性が類型的に担保されているとはいえない。また，一般に国外からの申請を
許容すれば，国によっては，その言語を翻訳できる者が限られているような少数言
語で記載された診断書が提出される可能性も否定できないが，都道府県知事におい
てそのような言語における専門用語を適切に翻訳し，その内容を審査することは困



難である。さらに，国内の医療機関，特に被爆者一般疾病医療機関であれば，申請
者の健康管理手当要件該当性につき都道府県知事が照会等を行うのも容易であるの
に対し，国外の医療機関に対し都道府県知事が照会等を行うことは，言語の問題，
外交上の問題等から事実上極めて困難である。このように，外国の医療機関が作成
した診断書については，被爆者一般疾病医療機関の診断書と比較してはもちろん，
国内の被爆者一般疾病医療機関以外の医療機関の診断書と比較しても，その信用性
には類型的に格段の差異が存在する上，実質的審査を行う上で必要となる照会等も
困難であることにかんがみれば，施行規則５２条２項は，あくまで国内の病院又は
診療所の医師の診断書を想定したものというべきである。
　(ｳ)　審査の実務
審査を行う各地方公共団体においては，上記のような実質的な審査による適正な認
定を行うために必要な手続，体制を採っている。長崎市においては，健康管理手当
の疾病要件に係る審査は，申請者から提出された所定の形式の診断書に基づき，そ
の記載を前提として，専門の医師７名（平成１６年４月以降は３名）によって構成
される，健康管理手当等の認定に関する連絡会議の合議によって行われ，当該連絡
会議委員が適否の判断をするに当たっては，必要に応じて，検査データ，治療状
況，経過等について診断書作成医師に文書で照会を行っている。国外からの申請を
許容するとすれば，外国において作成された診断書等の信用性を連絡会議その他長
崎市の機関において判断することとなるが，それは困難であることに加え，疾病の
状況等に関する診断書作成医師に対する照会も不可能ないし極めて困難となり，適
正な認定のための疾病要件に関する実質的な審査は不可能ないし極めて困難とな
る。
　　(2)　原告は，現在地要件を代理人について決することもできると主張するが，
上記で述べた施行規則５２条の趣旨等に照らせば，そのような解釈は許容し得ない
ものである。また，原告は，法２７条の「都道府県知事」が「居住地の都道府県知
事」に限られないとの解釈に立って，施行規則５２条が違法であると主張するが，
法２７条２項の「都道府県知事」は「その居住地の都道府県知事」と解すべきであ
るから，この施行規則の定めが法の委任の趣旨に適合することは明らかである。さ
らに，原告は，憲法１４条違反を主張するが，被告の主張する法２７条の解釈及び
施行規則５２条の規定には合理的な理由があるのであるから，原告の主張は失当で
ある。
第４　当裁判所の判断
　１　法２７条２項の「都道府県知事」の意義
　　(1)　法２７条２項は，健康管理手当を支給するための要件（同条１項）に該当
することについて都道府県府県知事の認定を受けなければならないと規定している
ことは前記のとおりであり，法は，この他に同手当の申請先に関する規定を置いて
いない。この点，被告は，法における全体の構造や，健康管理手当認定制度の適正
を確保する必要性などを理由として，法２７条２項の「都道府県知事」とは「その
居住地の都道府県知事」と解すべきであると主張する。
　しかし，被告も認めるとおり，法は「その居住地の都道府県知事」と「都道府県
知事」を一応区別して規定しているほか，法２７条２項の文言が単に「都道府県知
事」となっていること，被告の主張を前提としても，法におけるすべての「都道府
県知事」の文言を一律に「その居住地の都道府県知事」と解釈することはできず，
例外を認めざるを得ないこと（同条１項の「都道府県知事」が被爆者の居住地の都
道府県知事に限られないことは被告も認めている。）などからすれば，形式的な解
釈から直ちに同条項の「都道府県知事」が「その居住地の都道府県知事」を意味す
るものと断定することはできず，法の立法目的や趣旨を踏まえて実質的に検討する
必要がある。
　法は，前文において，「（前略）国の責任において，原子爆弾の投下の結果とし
て生じた放射能に起因する健康被害が他の戦争被害とは異なる特殊の被害であるこ
とにかんがみ，高齢化の進行している被爆者に対する保健，医療及び福祉にわたる
総合的な援護対策を講じ（中略）るため，この法律を制定する。」と規定し，同法
が国家補償の性格をも併有する特殊な立法であることを明らかにしている。このよ
うに，法は，被爆による健康被害に苦しむ被爆者を広く救済することを目的として
立法化された法律であるから，その各条項の意味及び趣旨が一義的に明らかでない
場合は，この立法目的に沿うよう合理的な解釈をすべきである。
　このような見地から法２７条の「都道府県知事」の意義を検討すると，前記のよ
うな法の複合的性格，さらに，法が被爆者が被った特殊の被害にかんがみ被爆者に



援護を講じるという人道目的の立法であることなどに照らしても，法は，法１条の
「被爆者」たる地位をいったん取得した後に日本国内に居住も現在もしなくなった
被爆者（以下「在外被爆者」という。）について，日本国内に居住も現在もしなく
なったという事実をもって当然に「被爆者」たる地位を喪失させるものではないと
解される。そうである以上，在外被爆者であっても法の定める総合的な援護対策の
対象に当然含まれるのであるから，これらの者について法２７条１項の要件に該当
するのに，健康管理手当を事実上受給することが不能であるといった事態を招くこ
とは法の趣旨に反するものというべきである。特に，在外被爆者の中には，被爆に
より被った障害の程度やその後の高齢化により，来日して法の定める各種申請手続
をするのが不可能ないし極めて困難な者が存在することは容易に推測されるとこ
ろ，このように特に援護の必要性の高い被爆者について，被爆により健康被害を被
った者の救済を目的とする法が，その援護を全く想定していないということは考え
られない。
　したがって，法２７条２項の「都道府県知事」は，必ずしも「その居住地の都道
府県知事」に限定されるものではないと解するのが相当である。
(2)ア　これに対し，被告は，健康管理手当支給認定の適正を確保するためには，法
２７条２項の「都道府県知事」を「その居住地の都道府県知事」と解する必要があ
ると主張する。
確かに，健康管理手当支給認定の審査の適正が確保されなければならないことは被
告の指摘するとおりであり（なお，法２７条５項が定める要件喪失の認定について
も同様である。），そのためには法２７条２項の「都道府県知事」を「その居住地
の都道府県知事」と解するのが相当である旨の被告の主張についても，その合理性
を一概に否定できないことは後記のとおりである。しかし，仮に，国外からの健康
管理手当支給認定の申請を認めることによって，法２７条１項の要件該当性の判断
に困難が伴うことがあるとしても，被爆者健康手帳の交付を受けている者につき，
現在のように通信技術の発達した時代において審査のために必要な資料が全く入手
できないということは考えにくく，何よりも代理人を通じての確認や資料の提出を
促すなどの方法によって大半は手当可能なものであるから，上記の困難性は，来日
することが不可能ないし著しく困難な在外被爆者の申請を一切認めないことの理由
としては合理的なものではない。また，被告は，国外の医療機関が作成した診断書
は類型的に信用性が高くないと主張するが，必ずしも外国の医療機関の作成した診
断書が国内の医療機関が作成したものよりも信用性が劣るというわけではないであ
ろうし，在外被爆者の申請を個々にみれば，必要な資料を具備し，十分な事実確認
をすることができる場合もあり得ると考えられるのであるから，被告の主張する事
情は，個別の在外被爆者による申請について不認定とする場合の理由とはなり得て
も，在外被爆者による申請を一律に否定する理由にはなり得ないというべきであ
る。
　イ　また，被告は，法の援護事業の目的及びその具体的な援護事業の内容，性質
に照らすと，このような事業を最も適切に遂行することができるのは，被爆者の居
住地の都道府県知事であるから，法２７条２項の「都道府県知事」は「その居住地
の都道府県知事」に限定されるべきであると主張する。しかし，本件で問題となっ
ているのは医療の給付や健康診断ではなく，健康管理手当支給の前提としての法２
７条１項の要件該当性に関する認定なのであるから，前記のとおりこれが居住地の
都道府県知事しか適切に遂行し得ないというものではない。したがって，このよう
な事情を理由として，法２７条の「都道府県知事」を「その居住地の都道府県知
事」と解するのは相当ではないというべきである。
　ウ　以上により，被告の主張はいずれも採用できない。
　２　施行規則５２条１項について
　　(1)　施行規則５２条１項は，「法２７条２項の認定の申請は，健康管理手当認
定申請書に，前条に規定する障害を伴う疾病についての法第１９条第１項の規定に
よる指定を受けた病院又は診療所の医師の診断書を添えて，これを居住地の都道府
県知事によって行わなければならない。」と規定し，文理上，在外被爆者の申請を
一切認めないものとなっている。
(2)　ところで，法２７条２項の都道府県知事の認定は，①被爆者が同条１項及びそ
の委任を受けた施行規則５１条に定める障害を伴う疾病にかかり，②その疾病が原
子爆弾の放射能の影響によるものでないことが明らかではなく，③その者が医療特
別手当，特別手当又は原子爆弾小頭症手当の支給を受けていないという同条１項に
規定する要件の該当性を判断するものである。このうち，③は認定権者が容易に審



査し得るものであるが，①及び②の要件は，医学その他の専門的な知見を要するも
のであり，申請の内容によっては被爆者本人から直接事情を聞いたり，これを診断
した医師から追加的な資料の提供を求め，診断の内容を問い質すなど実質的な審査
が必要な場合がある。また，通常被爆者の居住ないし現在する都道府県の知事が，
その被爆者との関連が最も深いのであるから，一般的には上記要件の審査を最もよ
くなし得るということができる。施行規則５２条１項の趣旨は，上記のような事情
にかんがみ，法２７条１項に規定する要件の審査を，単なる書面審査で終わらせる
ことなく，申請者本人からの事情聴取などにより可能な限り事実確認等に努めさ
せ，審査の実質化を図らせるとともに，他方で，被爆者一般疾病医療機関の作成し
た診断書を要求して審査結果の正当性を担保し，もって，健康管理手当支給事務の
適正を確保しようというものであると解される。このような趣旨からすると，国内
に居住する被爆者ばかりでなく，日常は外国に居住している被爆者についても来日
を要請し，原則として被爆者の居住ないしは現在する都道府県の知事に対して法２
７条１項の要件該当の認定申請を要請する施行規則５２条１項は，その限りで法の
委任に違反するものとはいえない。
(3)　しかしながら，前記のとおり，法の目的等に照らせば，同法は，来日して申請
手続を行うことが不可能ないし極めて困難な在外被爆者に対しても援護を行うこと
を想定しているというべきであるにもかかわらず，施行規則５２条１項は，これら
の在外被爆者が申請手続を行う場合の例外規定を設けていない。そして，上記のよ
うな状況にある在外被爆者についても来日して現在する都道府県の知事に対して申
請手続をしなければならないとすれば，このような在外被爆者は，事実上健康管理
手当の支給を受けることができないことになり，このような結果は，法の立法目的
に反し，法の実施のための手続その他その執行についての必要な細目のみを規則に
委任することとした法５２条の趣旨にも反するというほかない。
したがって，施行規則５２条１項は，来日して申請手続を行うことが不可能ないし
極めて困難な在外被爆者に対しても，健康管理手当認定申請書等の提出先を居住地
の都道府県知事と指定している限度において，法５２条の委任の範囲を超えた無効
なものと判断せざるを得ない（なお，被告は，施行規則５２条２項の「法第１９条
第１項の規定による指定を受けていない病院又は診療所の診断書」には，国外の医
療機関が作成した診断書は含まれないと主張するが，上記１(2)アで述べたことから
すれば，そのような解釈を採ることはできない。）。
　３　被告は，原告が来日して健康管理手当認定申請をすることが不可能ないし極
めて困難であるか否かについて何らの調査・確認もせずに，単に原告が長崎市に居
住及び現在していないことを理由として，本件却下処分を行ったのであるが，以上
説示したところによれば，かかる処分が法２７条１項及び同条２項に反し違法であ
ることは明らかである。
第５　結論
　　　よって，原告の請求には理由があるから，これを認容することとし，訴訟費
用の負担につき，行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６１条を適用して，主文のとお
り判決する。　
（口頭弁論終結の日・平成１６年７月１６日）
　　　長崎地方裁判所民事部

　　　　　　　裁判長裁判官　　　田　川　直　之

　　　　　　　　　　　裁判官　　　上　拂　大　作

　　　　　　　　　　　裁判官 　   河　畑　　　勇　　　


